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第１　消滅時効に関する見直し
１　時効期間の統一
「知った時から５年、知らなくとも10年」に統一　　　　　　　　[資料.2-3p]
・権利を行使することができることを知った時（主観的起算点）から５年

・権利を行使することができる時（客観的起算点）から１０年

→いずれかの早い方で権利は時効消滅する

例外.裁判所での判決確定・和解や調停の成立

→確定や成立の時から１０年(§169)

※消滅時効は、本当は支払っているのに、支払った立証ができないため二重払いさせられるのを防ぐのが本来の目的。
借金の踏み倒しのようなことが生じるのは弊害。

２　時効完成を阻止する手段の整理

改正前…中断

停止

　↓

改正後…完成猶予：ストップ　一定の権利行使で時効の進行をストップ
更　　新：リセット　権利の存在の確定で時効を０にリセット
①催告（請求書）　　6ｹ月の完成猶予のみ 　　　　　[資料.10p](C)

②裁判上の請求　　　提訴で完成猶予→勝訴で更新　　[資料.10p](B)
③承認　　　　　　　更新　　　　　　　　　　　　　[資料.9p](A)
☞請求書は時効の6ヶ月の完成猶予に過ぎないことに注意し、
承認を上手に使うのが権利を時効で消滅させないポイント！

一部弁済や残高確認は承認。　返済猶予や分割払いのお願いも承認。
文例.1「当社の帳簿では貴社への売掛金残高は○×円となっていますが、間違いないか御確認の上でご回答下さい。」

文例.2「貴社への買掛金の支払いについて、△□日まで猶予（毎月○×円ずつの分割払い）として戴きたくお願いします。」

(注)特殊な完成猶予　　　　　　　　　　　　　　　　　[資料.11p]

①天災等の障害で完成猶予や更新の手続ができないとき（§161）
→障害が消滅した時から３ヶ月の完成猶予（改正前は２週間だった）

②権利についての協議を行う旨の合意が書面でされたとき（§151）
→１年（１年未満の協議期間を定めたときはその期間）の完成猶予

３　注意点
☞不良債権発生を防ぐためには、数ヶ月支払いが遅れたら放置しないことが大切！

売掛金、工事代金等の時効期間は５年に延びるが、放置すると債務者の経済状態の悪化等で不良債権化の恐れが高くなる！
☞賃金請求権の消滅時効も、労働基準法§115の改正で、まず３年、その後５年となる予定なので、未払い残業代を無くす、増やさないように注意する必要！

第２　法定利率に関する見直し
１　法定利率…利率の取決めの無い利息や損害金の利率

改正前…民§404：年5％の固定制　商§514：年6％の固定制

　　↓

改正後…商§514を削除し、年3％で開始の変動制に統一（§404）　　[資料.13p]
２　中間利息控除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[資料.15p]
将来の逸失利益を一括で請求する場合、運用利益を控除すること

改正前…年5％固定制で中間利息を控除するのが判例　但し、条文は無し
　　↓

改正後…事故発生時の法定利率（年3％で開始の変動制）で中間利息を控除することを明文化(§417-2・§722①)

→損害保険会社や弁護士は注意する必要。

第３　保証に関する見直し
１　個人根保証人の保護の拡充
根保証は、通常の保証に比べ、保証人のリスクが大きい。　　　　　　[資料.17p]

貸金等根保証以外（売買取引、賃貸借等）にも個人根保証人の保護を拡充。
1)　極度額を定めない個人根保証は無効（§465-2②）　　　　　　　　[資料.18p]
☞契約書に極度額を明記した後に保証人に自署してもらうこと！

文例　「保証人は、本契約により発生するすべての債務を極度額○×円の限度で連帯保証する。」
2)　個人根保証は確定事由が生じれば確定（打切り）　　　　　　　　　[資料.18p]
確定すれば保証は打切られ、その後に発生した債務は保証されない。

個人根保証契約の確定事由（§465-4①）
①保証人への差押

②保証人の破産 

③主債務者又は保証人の死亡

貸金等根保証は改正前から次の事由でも確定　…売買や賃貸借の保証には不適用
④　主債務者の財産への差押(§465-4②一号)

⑤　主債務者の破産(§465-4②二号)

⑥　５年以内の確定期日の到来(§465-3①)

⑦　確定期日の定め無い時は契約から３年の経過(§465-3②)

☞確定に気づかないと保証無しの不良債権を生じさせる恐れがあるので、確定に注意し（主債務者又は保証人の死亡等）、確定後も取引を継続するなら保証契約を再締結すること！

２　事業用融資の第三者個人保証人への公証人による保証意思確認　　　　[資料.20p]
事業用融資について第三者から個人保証を受ける場合は、契約締結に先立ち、締結前1ｹ月以内の公正証書で保証の意思表示が必要(§465-6) -保証意思宣明公正証書
違反すれば保証は無効

(注)　貸金の公正証書と同時・同一証書は不可。翌日はＯＫ。

但し、事業に関与している人による保証については適用されない（§465-9）

法人の役員・過半数株主、個人事業の共同経営者・事業従事配偶者

☞事業用融資について第三者から個人保証を受ける場合は、契約締結の1月前から前日までの間に、公証人による保証意思宣明公正証書を作成してもらうこと！

３　事業用債務の個人保証人への主債務者の財産状況等の情報提供義務　　[資料.24p]
主債務者は、事業用債務（銀行からの融資、仕入れ代金、店舗等の賃借等）の保証を委託する際、保証人に対して次の事項の情報提供義務（§465-10）

①財産及び収支の状況 

②主債務以外の債務の有無・金額・履行状況
③主債務の担保の有無と内容 

主債務者が情報提供義務を怠り、保証人が主債務者の財産状況等を誤認して保証人になっていた場合は、保証人は保証契約を取消し可能

但し、債権者が主債務者の情報提供義務違反について悪意又は過失の必要

☞債権者は、事業用債務について個人保証を受ける場合は、保証人に主債務者から財産状況等の情報提供を受けたことを確認すること！

文例　 「保証人は、本契約に先立ち、主債務者から同人の財産及び収支の状況、負担している債務の有無や額、履行状況等について情報の提供を受けたことを確認する。」　そして、口頭でも確認する。
４　保証人への主債務の履行状況に関する情報提供義務(§458-2)　　　　[資料.26p]
債権者は、保証人から請求があれば、不履行の有無等について回答する義務。
第４　債権譲渡に関する見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　[資料.27～29p]
Ｘ　　　　　　Ａ　　

債権譲渡　　　　　　　　　
Ｙ　　　　　　　　

債権者Ｘが債務者Ａに対して有している債権をＹに譲渡すること。
原則として債務者の承諾不要で債権譲渡は自由。
Ｘを譲渡人（じょうとにん）・Ｙを譲受人（ゆずりうけにん）と呼ぶ。

１　譲渡制限特約の効力の見直し

改正前…譲渡制限特約が付されていれば、譲受人が悪意又は重過失のときは譲渡は無効（改正前§466②）。

↓　　　　しかし、無効になる恐れがあるのでは、債権譲渡による資金調達に支障が生じていた…

改正後…譲渡制限特約が付されていても、債権譲渡は有効とした（§466②）。

但し、預貯金債権については、円滑な預貯金の払戻事務を可能とするため、悪意又は重過失の譲受人に対抗できるとされている（§466-5）。

２　将来債権の譲渡が可能であることを明文化（§466-6）

改正前…条文は無いが、判例は可能と判断してきていた。

↓　　　しかし、可能な範囲等について不明瞭な部分もあった。
改正後…将来債権の譲渡が可能であることを明文化した（§466-6）。

☞金銭債権の譲渡が自由であること、将来債権の譲渡も可能であることにより、債権譲渡を債権回収や担保に活用できる！
但し、対抗要件として譲渡人（Ｘ）が債務者（Ａ）に対して内容証明郵便で債権を譲受人（Ｙ）に譲渡した旨の債権譲渡通知を行う必要。
ただ、債権譲渡を知られると譲渡人の経営に悪影響の恐れ…
　　↓
※動産債権譲渡特例法により法人の債権譲渡の対抗要件を債務者への通知ではなく、東京法務局への登記により備えられるようにした。

しかも、将来の集合債権の譲渡を受けられるようになった。

　↓

☞債務者が法人の場合、債務者の将来の多数の売掛先への債権の譲渡を受け担保に取れる！

[設問]　乙社は、優秀な技術力を有しており、甲社から原材料を仕入れて製品を製造し、その製品をＡ～Ｄ等に継続的に販売してきていた。ただ、諸事情により資金繰りに窮し、甲社に対し、原材料代金の支払いの猶予や運転資金の援助の申し入れを行った。　甲社が乙社の将来の売掛金を担保に乙社を援助する方法は？

甲社――原材料売掛金―→乙社

｜｜｜｜｜

製品売掛金

↓↓↓↓↓

ＡＢＣＤ…
第５　定型約款に関する規定の新設
１　新設の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[資料.30p]
民法の原則では、契約内容を認識しなければ契約に拘束されず、変更には相手方の承諾が必要。しかし、電気の需給契約やＪＲの運送契約の内容を認識している人は殆どおらず、料金の変更にも個々の承諾は得ていない。
インターネットサイトの利用でも同様の問題…
拘束されない、変更できないでは、安定した取引を行えない…

　　　↓
一定の要件を充たす契約内容を定型約款とよび、一定の要件を充たせば、個々の内容を認識していなくとも契約内容となって拘束力を持ち、相手方の承諾がなくとも契約内容を事後的に変更できることとした。
２　定型約款とは何か　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[資料.31p]
不特定多数の者を相手方として誰もが同じ方法・条件で行うことが当事者双方に合理的な取引（定型取引）を行う事業者が、すべての取引相手に共通の契約内容となるものとして事前に準備している約款や規約等(§548-2)　
例…鉄道やバスの運送約款、電気やガスの供給約款、預金や保険の約款、

インターネットサイトの利用規約　等
３　定型約款が契約内容となる組入要件(§548-2)　　　　　　　　　　　[資料.32p]
次のいずれかの場合は、相手方が内容を認識していなくとも契約内容となる。

①　定型約款を契約内容とする旨の合意があった場合
②　定型約款を契約内容とする旨を予め相手方に表示していた場合
但し、相手方の利益を一方的に害し信義則に反するものは契約内容とならない。
☞インターネットサイト利用取引で「同意する」をクリックしても、利用者の一方的に不利な条項は契約内容とならない。
４　定型約款の変更要件(§548-4)　　　　　　　　　　　　　　　　　　[資料.33p]
次のいずれかの場合は、相手方の承諾なく契約内容を変更できる。

①変更が相手方の一般的利益に適合する場合
②契約の目的に反せず、変更の必要性.相当性等からして合理的なものである場合
但し、変更の効力発生時期を定め、その時期までに変更内容と効力発生時期をｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等で適切な方法で周知しなければならない。
☞インターネットサイトの利用規約等で定型約款を利用したいと思う場合は、そもそも定型約款に該当するのかどうか、そして組入要件・変更要件を充たすように注意すること。
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